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○栃木県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部改正 

 

栃木県規則第32号                                         

栃木県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。      

  令和５年３月31日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

栃木県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則               

栃木県林業・木材産業改善資金貸付規則（平成15年栃木県規則第75号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            

この規則は、

）

公布の日から施行する。                            

                            （林業木材産業課

改   正   後 改   正   前 

   附 則 

１・２ 略 

 （償還期間等の特例） 

３ 東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東

北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所

の事故による災害をいう。以下同じ。）により著

しい被害を受けた者であって、その主要な事業用

資産について東日本大震災により浸水、流失、滅

失、損壊その他これらに準ずる損害を受けたこと

又はその生産物（その加工品を含む。）に係る売

上げが東日本大震災により平年の売上げに比して

相当程度減少したことの証明を市町村長その他知

事が適当と認める機関から受けたものに貸し付け

る貸付金（東日本大震災の後令和６年３月31日ま

でに貸し付けるものに限る。）についての第３条

の規定の適用については、同条第１項中「10年」

とあるのは「13年」と、同項第２号中「12年」と

あるのは「15年」と、同項第３号中「15年」とあ

るのは「18年」と、同項第７号から第10号までの

規定中「12年」とあるのは「15年」と、同条第２

項中「３年」とあるのは「６年」と、「、第５

号、第７号」とあるのは「及び第５号に掲げる資

金に係る貸付金の据置期間は５年以内、同項第７

号」と、「、５年」とあるのは「８年」とする。 

４ 略 

   附 則 

１・２ 略 

 （償還期間等の特例） 

３ 東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東

北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所

の事故による災害をいう。以下同じ。）により著

しい被害を受けた者であって、その主要な事業用

資産について東日本大震災により浸水、流失、滅

失、損壊その他これらに準ずる損害を受けたこと

又はその生産物（その加工品を含む。）に係る売

上げが東日本大震災により平年の売上げに比して

相当程度減少したことの証明を市町村長その他知

事が適当と認める機関から受けたものに貸し付け

る貸付金（東日本大震災の後令和５年３月31日ま

でに貸し付けるものに限る。）についての第３条

の規定の適用については、同条第１項中「10年」

とあるのは「13年」と、同項第２号中「12年」と

あるのは「15年」と、同項第３号中「15年」とあ

るのは「18年」と、同項第７号から第10号までの

規定中「12年」とあるのは「15年」と、同条第２

項中「３年」とあるのは「６年」と、「、第５

号、第７号」とあるのは「及び第５号に掲げる資

金に係る貸付金の据置期間は５年以内、同項第７

号」と、「、５年」とあるのは「８年」とする。 

４ 略 
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栃木県規則第33号                                         

 森林法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。               

  令和５年３月31日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

   森林法施行細則の一部を改正する規則                       

 森林法施行細則（昭和50年栃木県規則第１号）の一部を次のように改正する。       

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

（趣旨） 

第１条 森林法（昭和26年法律第249号。以下 

「法」という。）の施行については、森林法施行

令（昭和26年政令第276号。以下「政令」とい

う。）、森林法施行規則（昭和26年農林省令第54

号。以下「省令」という。）及び森林法施行規則

の規定に基づき申請書等の様式を定める件（昭和

37年農林省告示第851号。以下「告示」とい

う。）に定めるもののほか、この規則の定めると

ころによる。 

 

（開発行為に係る森林の位置図及び区域図） 

第２条 省令第４条第１号に規定する位置図及び区

域図は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1)・(2) 略 

 

（開発行為に関する計画書） 

第３条 省令第４条第２号に規定する計画書の内容

は、次のとおりとする。 

(1)～(3)aa略 

(4)a流域現況図（流域の地形、土地利用の実態、

河川の状況（河川の位置、開発行為に伴い増加

する最大の流量を安全に流下させることができ

ない地点の位置等）等を示す図面） 

(5)・(6)aa略 

(7)a防災施設等設計図（擁壁、えん堤、排水路、

導水路、貯水池、洪水調節池等の構造を示す図

面）及び設計根拠（仮設の施設を設置する場合

は、その内容についても記載すること。） 

(8)～(10) 略 

(11)aa開発行為の施行工程（仮設の施設を設置す

る場合は、その内容についても記載するこ

と。） 

 

 

(12)aa略 

(13)aa防災施設の維持管理方法（開発行為の完了

後の維持管理方法についても記載すること。） 

(14)aa略 

（趣旨） 

第１条 森林法（昭和26年法律第249号。以下 

「法」という。）の施行については、森林法施行

令（昭和26年政令第276号。以下「政令」とい

う。）、森林法施行規則（昭和26年農林省令第54

号。以下「省令」という。）及び森林法施行規則

の規定に基づき申請書等の様式を定める件（昭和

37年農林省告示第851号。以下「告示」とい

う。）に定めるもののほか、この規則の定めると

ころによる。 

 

（開発行為の許可申請書に添付する図面） 

第２条 省令第４条   に規定する位置図及び区

域図は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1)・(2) 略 

 

（開発行為に関する計画書） 

第３条 省令第４条第１号に規定する計画書の内容

は、次のとおりとする。 

(1)～(3)aa略 

 

 

 

 

(4)・(5)aa略 

(6)a防災施設等設計図（擁壁、えん堤、排水路、

導水路、貯水池、洪水調節池等の構造を示す図

面）及び設計根拠（仮説の施設を設置する場合

は、その内容についても記載すること。） 

(7)～(9) a略 

(10)aa開発行為の施行工程（仮設の施設を設置す

る場合は、その内容についても記載するこ

と。） 

(11)aa開発行為に要する資金の額及びその調達方

法 

(12)aa略 

 

 

(13)aa略 

 

 

（開発行為を行うために必要な資力及び信用があ

ることを証する書類） 

第３条の２ 省令第４条第６号に規定する開発行為

を行うために必要な資力及び信用があることを証

する書類は、申請者に関する次に掲げる書類とす

る。 

(1)a資金計画書（前条の計画書に記載する場合に

は、当該計画書をもって代えることができ

る。） 

(2)a資金の調達方法に応じた資金の調達について

証する書類（預金残高証明書、融資証明書等） 

(3)a法人の財務状況及び経営状況を確認できる資

料（貸借対照表、損益計算書等） 

(4)a納税証明書 

(5)a事業経歴書 

(6)a定款（法人の場合に限る。） 

(7)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 

 

（開発行為の施行者に防災措置を講ずるために必

要な能力があることを証する書類） 

第３条の３ 告示により省令第４条の申請書に添付

することとされる防災措置を講ずるために必要な

能力があることを証する書類は、開発行為の施行

者のうち防災施設の設置に係るものに関する次に

掲げる書類とする。 

(1)a建設業法（昭和24年法律第100号）別表第１

の下欄に掲げる土木工事業に係る同法第３条第

１項の許可を受けたことを証する書類 

(2)a事業経歴書 

(3)a預金残高証明書 

(4)a納税証明書 

(5)a事業実施体制（職員数、主な役員及び技術者

の氏名等）を示す書類 

(6)a開発行為に係る施行実績を示す書類（監督処

分及び行政指導があった場合は、その対応状況

を含む。） 

(7)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 

 

（保安林指定等の申請書に添付する書類） 

第11条 省令第48条第１項第１号に規定する位置図

及び区域図は、次の各号に掲げる申請書の種類の

区分に応じ、原則として当該各号に定めるとおり

とする。 

(1)～(3)aa略 

２～４ 略 

５ 省令第48条第２項第５号に規定する事業又は施

設の設置に必要な資力及び信用があることを証す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保安林指定等の申請書に添付する図面） 

第11条 省令第48条第１項   に規定する図面図

及び区域図は、次の各号に掲げる申請書の種類の

区分に応じ、原則として当該各号に定めるとおり

とする。 

(1)～(3)aa略  

２～４ 略 

 

 



（3）号外第30号栃 木 県 公 報令和５（2023）年３月31日　金曜日

 

 

（開発行為を行うために必要な資力及び信用があ

ることを証する書類） 

第３条の２ 省令第４条第６号に規定する開発行為

を行うために必要な資力及び信用があることを証

する書類は、申請者に関する次に掲げる書類とす

る。 

(1)a資金計画書（前条の計画書に記載する場合に

は、当該計画書をもって代えることができ

る。） 

(2)a資金の調達方法に応じた資金の調達について

証する書類（預金残高証明書、融資証明書等） 

(3)a法人の財務状況及び経営状況を確認できる資

料（貸借対照表、損益計算書等） 

(4)a納税証明書 

(5)a事業経歴書 

(6)a定款（法人の場合に限る。） 

(7)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 

 

（開発行為の施行者に防災措置を講ずるために必

要な能力があることを証する書類） 

第３条の３ 告示により省令第４条の申請書に添付

することとされる防災措置を講ずるために必要な

能力があることを証する書類は、開発行為の施行

者のうち防災施設の設置に係るものに関する次に

掲げる書類とする。 

(1)a建設業法（昭和24年法律第100号）別表第１

の下欄に掲げる土木工事業に係る同法第３条第

１項の許可を受けたことを証する書類 

(2)a事業経歴書 

(3)a預金残高証明書 

(4)a納税証明書 

(5)a事業実施体制（職員数、主な役員及び技術者

の氏名等）を示す書類 

(6)a開発行為に係る施行実績を示す書類（監督処

分及び行政指導があった場合は、その対応状況

を含む。） 

(7)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 

 

（保安林指定等の申請書に添付する書類） 

第11条 省令第48条第１項第１号に規定する位置図

及び区域図は、次の各号に掲げる申請書の種類の

区分に応じ、原則として当該各号に定めるとおり

とする。 

(1)～(3)aa略 

２～４ 略 

５ 省令第48条第２項第５号に規定する事業又は施

設の設置に必要な資力及び信用があることを証す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保安林指定等の申請書に添付する図面） 

第11条 省令第48条第１項   に規定する図面図

及び区域図は、次の各号に掲げる申請書の種類の

区分に応じ、原則として当該各号に定めるとおり

とする。 

(1)～(3)aa略  

２～４ 略 

 

 

附 則 

この規則は、

課）

令和５年４月１日から施行する。  

（森林整備

る書類は、申請者に関する次に掲げる書類とす

る。 

 (1)a資金計画書（第２項又は第３項の計画書に記

載する場合には、当該計画書をもって代えるこ

とができる。） 

(2)a資金の調達方法に応じた資金の調達について

証する書類（預金残高証明書、融資証明書等） 

(3)a法人の財務状況及び経営状況を確認できる資

料（貸借対照表、損益計算書等） 

 (4)a納税証明書 

 (5)a事業経歴書 

 (6)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 

６ 告示により省令第48条第１項の申請書に添付す

ることとされる事業等を実施するために必要な能

力があることを証する書類は、事業等を実施する

者に関する次に掲げる書類とする。 

(1)a建設業法別表第１の下欄に掲げる土木工事業

に係る同法第３条第１項の許可を受けたことを

証する書類 

(2)a事業経歴書 

(3)a預金残高証明書 

(4)a納税証明書 

(5)a事業実施体制（職員数、主な役員及び技術者

の氏名等）を示す書類 

(6)a省令第48条第２項第１号及び第２号の事業又

は施設の設置に係る施行実績を示す書類（監督

処分及び行政指導があった場合は、その対応状

況を含む。） 

(7)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 
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附 則 

この規則は、

課）

令和５年４月１日から施行する。  

（森林整備

る書類は、申請者に関する次に掲げる書類とす

る。 

 (1)a資金計画書（第２項又は第３項の計画書に記

載する場合には、当該計画書をもって代えるこ

とができる。） 

(2)a資金の調達方法に応じた資金の調達について

証する書類（預金残高証明書、融資証明書等） 

(3)a法人の財務状況及び経営状況を確認できる資

料（貸借対照表、損益計算書等） 

 (4)a納税証明書 

 (5)a事業経歴書 

 (6)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 

６ 告示により省令第48条第１項の申請書に添付す

ることとされる事業等を実施するために必要な能

力があることを証する書類は、事業等を実施する

者に関する次に掲げる書類とする。 

(1)a建設業法別表第１の下欄に掲げる土木工事業

に係る同法第３条第１項の許可を受けたことを

証する書類 

(2)a事業経歴書 

(3)a預金残高証明書 

(4)a納税証明書 

(5)a事業実施体制（職員数、主な役員及び技術者

の氏名等）を示す書類 

(6)a省令第48条第２項第１号及び第２号の事業又

は施設の設置に係る施行実績を示す書類（監督

処分及び行政指導があった場合は、その対応状

況を含む。） 

(7)a前各号に定めるもののほか知事が必要と認め

る書類 


